
大分県造林事業補助金交付要綱 

 

制定 平成５年10月１日 

最終改正 令和８年４月７日 

 

 

（趣 旨） 

第１条 知事は、森林資源の整備を図ることによって、森林の有する多面的機能の充実

とあわせて地域の健全な発展に資するため、大分県造林事業実施要領（平成14年4月1

日伺定。以下「実施要領」という。）に基づき、森林造成事業を行う者に対し予算の

定めるところにより補助金を交付するものとし、その交付については、大分県補助金

等交付規則（昭和43年大分県規則第27号。以下｢規則｣という。）に定めるもののほか、

この要綱に定めるところによる。 

 

（定 義） 

第２条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）「森林環境保全整備事業」とは、森林環境保全整備事業実施要綱（平成14

年3月29日13林整整第882号 農林水産事務次官依命通知）第２に定める事業及

び農山漁村地域整備交付金実施要綱（平成22年4月1日21農振第2453号農林水

産事務次官通知）第２の１(2)①イ(ｱ)に定める事業をいう。 

 

（補助対象事業、経費及び補助率） 

第３条 この補助金の交付の対象となる事業、経費及びこれに対する補助率は、別表１

及び別表２のとおりとする。 

 

（補助金の額） 

第４条 この補助金は、予算の範囲内で交付するものとし、その額は、造林事業に要す

る経費として知事が査定した額に、第３条に定める補助率を乗じたものとする。 

 

（補助金の交付、申請並びに実績報告） 

第５条 規則第３条第１項の規定による申請及び規則第12条に定める実績報告は、造林

事業補助金交付申請書並びに実績報告書（第１号様式）によるものとし、造林事業の

終了後、速やかに次の書類を添えて知事が別に定める期日までに知事に提出しなけれ

ばならない。 

（１）施業図（別記様式第１号） 

（２）位置図（５万分の１地形図による） 

（３）補助金の交付申請の委任を受けた者にあっては、委任状及び精算依頼書(別記様式

第２号) 

（４）森林法施行令第１１条第８号に規定する団体が行う造林にあっては当該団体の規



約の写し 

（５）間接費の計上がある場合にあっては、作業従事に関する社会保険等加入実態状況

調査表（別記様式第３号） 

（６）搬出を伴う申請がある場合にあっては、搬出材積集計表（別記様式第４号） 

（７）実施要領第１の１の(2)の事業に係る申請の場合は、森林所有者等との間で締結し

た協定書の写し 

（８）事業主体が森林所有者以外の場合にあっては、事業を実施する権限を有すること

を示す契約書・同意書の写し等 

（９）施行方法が委託又は請負の場合にあっては、契約書の写し 

（１０）市町村が請負に付して実行した事業にあっては実行経費内訳書 

（１１）誓約書（別紙１） 

※ただし、申請者が市町村、森林組合、公益法人においては省略できるものとす

る。 

（１２）事業主体が実施した検査調書の写し 

（１３）その他、知事が必要として認めるもの 

 

２ 規則第３条第３項の規定により、申請書若しくは添付書類に記すべき事項又は添付

すべき書類のうち省略することができるものは、同条第１項第２号から第３号、同条

第２項第１号から第６号に掲げる事項とする。 

 

３ 事業主体は、補助金の交付申請及び受領について第三者に委任することができる。 

※ただし、委任する場合にあっては、委任状、精算依頼書及び誓約書（別記様式第２

号）又は誓約書（別紙１）を代理人に提出することとする。 

 

（補助条件） 

第６条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。 

（１）造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して、５年以内（実施要領第１

の１の(2)の事業にあっては、補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算してお

おむね10年を経過するまでの間）に当該補助事業の施行地を森林以外の用途に転用

（補助事業の施行地を売り渡し若しくは譲渡し又は賃借権、地上権等の設定をさせ

た後、当該事業の施行地が森林以外の用途へ転用される場合を含む。）する行為又

は補助事業施行地上の立木竹の全面伐採除去を行う行為（林業生産基盤整備道整備、

山村強靱化林道整備、林業専用道整備の事業により整備した施設の維持管理のため

に必要な行為を除く。）その他補助目的を達成することが困難となる行為をしよう

とする場合は、あらかじめ知事にその旨を届け出るとともに、当該行為をしようと

する森林等につき交付を受けた補助金相当額を返還すること。 

（２）実施要領第１の１に掲げる事業のうち、森林法（昭和26年法律第249号）第11条に

規定する森林経営計画（以下「森林経営計画」という。）に基づいて行うものにつ

いて、当該計画の認定の取消しを受けた場合は、交付を受けた補助金相当額（実施

要領第別表３の「森林環境保全直接支援事業」の(1)及び(2)に掲げる査定係数が適



用される事業のうち、当該計画を取り消された場合であっても、(3)に掲げる査定係

数が適用される場合にあっては、(3)に掲げる査定係数を適用される場合の補助金

相当額との差額）を返還すること。 

（３）実施要領第１の１に掲げる事業のうち、森林経営管理法（平成30年法律第35号）

第35条第１項に規定する経営管理実施権配分計画（以下「実施権配分計画」という。）

及び同法第51条第１項に規定する権利集配分一括計画（以下「一括計画」という。）

に基づいて行うものについて、次に掲げる日から起算して過去５年間以内に実施さ

れた事業に係る補助金相当額（実施要領別表３の「森林環境保全直接支援事業」の

(1)及び(2)に掲げる査定係数が適用される事業のうち、当該計画が取り消された場

合であっても、(3)に掲げる査定係数が適用される場合にあっては、(3)に掲げる査

定係数を適用される場合の補助金相当額との差額）を返還すること。 

ア 実施権配分計画に基づいて行うものについて、当該計画が同法第40条第１項

及び第２項の規定により取消しとなった場合は、当該取消しを受けた日 

イ 一括計画に基づいて行うものについて、当該計画が同法第52条第２項の規定 

により適用される同法第40条第１項及び第２項の規定により取消しとなった場 

合は、当該取消しを受けた日 

ウ 一括計画に基づいて行うものについて、同法第52条第１項の規定による公告 

があった一括計画の定めるところによる所有権の移転を受けた構想適合事業者 

（同法第43条第３項第２号に掲げる適合事業者をいう。）が計画に基づく施業 

ができない場合は、当該計画に基づく施業ができないと認められた日 

（４）更新伐又は花粉発生源植替えを行った場合、当該施行地につき、原則として、そ

の翌年度の初日から起算して２年を経過して更新が確実に図られていないと知事が

判断したときは、植栽（花粉発生源植替えの場合、花粉症対策苗木等、かつコンテ

ナ苗による植栽）により速やかに更新を図ることとし、これに従わない場合、交付

を受けた更新伐又は花粉発生源植替えに係る補助金相当額を返還すること。ただし、

植栽以外の方法により確実に更新が図られると知事が認めた場合はこの限りではな

い。 

（５）「面的複層林施業の実施について」（令和６年３月29日付け５林整整第925号林野

庁長官通知。以下「面的複層林施業通知」という。）における更新伐を実施した箇

所について、立木材積が事業計画に定める維持すべき立木の材積を下回ることとな

る伐採を行ったとき、又は完了年度の初日から起算して10年以内に伐区の隣接区域

において更新伐を実施したときは、交付を受けた更新伐に係る補助金相当額を返還

すること。 

（６）要領別表１の２の(2)の(ｼ)において森林保全再生整備を行った場合、その行為に

対して、本事業以外の国庫補助事業により支援を受けたときは、交付を受けた森林

保全再生整備に係る補助金相当額を返還すること。 

（７）前項に掲げる場合のほか、補助金の交付を受けた事業と一体的に実施すべき事業

があるにも関わらず、正当な理由なく実施すべき期間内に実施しないときは、当該

交付を受けた補助金相当額を返還すること。 

（８）成林に必要な保育管理その他知事が必要と認める事項を遵守すること。 



（９）補助事業者は、当該補助金に係る仕入れに係る消費税及び地方消費税（以下消費

税等という）相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額

のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として

控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地

方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、別記様式５号により補助金交

付申請書にそのことを明かにし、補助金の交付を申請しなければならない。この場

合に、知事は消費税等仕入控除税額に相当する補助金については、必要に応じ、減

額して額の確定を行うことができる。また、補助事業者は、補助金の額の確定後に、

消費税等の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合に

は、別記様式６号により該当の補助金交付申請番号等を速やかに知事に報告すると

ともに、知事の返還命令をうけて消費税等仕入控除税額に相当する補助金を返還し

なければならない。 

（10）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び

支出についての証拠書類を事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年間整備

保存しなければならない。 

（11）補助事業者等は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴

力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関

係を持つものであってはならない。 

２ 森林所有者から森林の施業又は経営の委託を受けた者は、前項の補助条件を履行 

しなければならない。 

 

（補助金の交付決定及び額の確定） 

第７条 知事は、第５条の規定による造林事業補助金交付申請書並びに実績報告書を受

理した場合において、当該書類を審査し、かつ、必要に応じて現地調査を行い、適当

と認めるときは、補助金の交付決定及び額を確定するものとする。 

 

（補助金の交付決定及び額の確定通知） 

第８条 知事は、前条の規定により補助金交付決定及び額を確定したときは、速やかに

その額を造林事業補助金交付決定及び額の確定通知書（第２号様式）により補助金の

交付申請者に通知するものとする。 

２ 第５条第３項の規定により、補助金の交付の申請について委任を受けた者が第１項

の規定による補助金交付決定及び額の確定通知を受理したときは、速やかに第６条の

補助条件を付して委任者に書面をもって通知しなければならない。 

 

（補助金の交付請求） 

第９条 第７条第１項の規定により補助金交付決定及び額の確定通知を受けた者が、補

助金の交付を請求しようとするときは、造林事業補助金交付請求書（第３号様式）に

知事が必要と認める書類を添えて知事に提出しなければならない。 



２ 森林組合長等は補助金の交付請求及び受領を大分県森林組合連合会会長に委任する

ことができる。 

 

（森林整備法人造林事業に対する補助金の交付の特例） 

第10条 分収林特別措置法（昭和33年法第57号）第９条に規定する森林整備法人（以下

「法人」という。）が計画的に行う造林事業（以下「法人造林事業」という。）につ

いては、法人は、第５条の規定にかかわらず、当該事業が終了する前に法人造林事業

補助金交付申請書（第４号様式）により知事に、補助金の交付を申請することができ

る。この場合、森林作業道等の開設に係るものについては当初設計書を添付して申請

するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による申請があった場合は、当該申請書を審査し、かつ、必要

に応じて現地調査を行い、適当と認めるときは、規則第３条の規定により、補助金の

交付を決定するものとする。 

３ 知事は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、速やかに第６条の補助

条件を付して法人造林事業補助金交付決定通知書（第５号様式）により法人に通知す

るものとする。 

４ 法人は、前項の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金の交

付の決定の内容又はこれに付した条件に不服があるときは、当該通知を受けた日の翌

日から起算して15日を経過する日まで申請を取り下げることができる。 

５ 法人は、規則第９条の規定による遂行状況を造林事業遂行状況報告書（第６号様式）

により知事に報告しなければならならない。 

６ 法人造林事業に係る補助金の交付については、概算払いによることができる。 

７ 法人は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、法人造林事業補助金

概算払請求書（第７号様式）を知事に提出しなければならない。 

８ 法人は事業完了後ただちに事業完成届（第８号様式）を知事へ提出し現地調査を受

けなければならない。 

９ 法人は、法人造林事業が終了したときは、規則第12条の規定による実績報告を法人

造林事業実績報告書（第９号様式）により知事に提出しなければならない。 

10 知事は前項の規定により法人造林事業実績報告書の提出があった場合は、当該報告

書を審査し適当と認めるときは、規則第13条の規定により補助金の額を確定するもの

とする。 

11 知事は前項の規定により補助金の額を確定したときは、速やかにその額を法人造林

事業補助金の額の確定通知書（第10号様式）により法人に通知するものとする。 

12 法人は、前項の規定により補助金の額の確定通知を受けたときは、補助金の交付を

受けようとするときは、法人造林事業補助金交付請求書（第11号様式）を知事に提出

しなければならない。 

 

 

 

附則 この要綱は、平成７年度の大分県造林事業補助金から適用する。 



附則 この要綱は、平成８年度の大分県造林事業補助金から適用する。 

附則 この要綱は、平成９年度の大分県造林事業補助金から適用する。 

附則 この要綱は、平成１０年度の３月１日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１１年度の７月１日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１１年度の３月８日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１２年度の６月６日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１３年度の７月４日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１４年度の４月１日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１５年度の１月６日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１６年度の２月９日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１８年度の７月31日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 この要綱は、平成１９年度の７月31日以降の申請に係る大分県造林事業補助金か

ら適用する。 

附則 改正後の要綱は、平成２０年度の大分県造林事業補助金から適用する。 

附則 改正後の要綱は、平成２１年度の大分県造林事業補助金から適用する。 

附則 改正後の要綱は、平成２２年度の大分県造林事業補助金から適用する。 

附則 改正後の要綱は、平成２３年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則 改正後の要綱は、平成２４年度１期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則 改正後の要綱は、平成２４年度３期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則 改正後の要綱は、平成２５年度１期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則（平成２８年６月２０日森整第２４０号） 

改正後の要綱は、平成２８年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則（平成２９年６月２０日森整第１２７号） 

改正後の要綱は、平成２９年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則（平成２９年９月１日森整第４６５号） 



改正後の要綱は、平成２９年度３期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則（平成３０年６月１日森整第６５号） 

改正後の要綱は、平成３０年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用す

る。 

附則（令和元年５月７日森整第５１号） 

改正後の要綱は、令和元年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

附則（令和２年４月１３日森整第１２３４号） 

改正後の要綱は、令和２年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

附則（令和２年６月１１日森整第２０９号） 

改正後の要綱は、令和２年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

なお、県内木材産業維持緊急対策事業に係る申請は令和２年４月以降に施業を行

った箇所とし、申請期間は令和２年度４期申請（令和２年12月25日）までとする 

附則（令和３年４月２０日森整第１３２９号） 

改正後の要綱は、令和３年度１期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

なお、間伐緊急支援対策及び県内木材産業維持緊急対策事業に係る申請は令和２ 

年４月以降に施業を行った箇所とし、申請期間は令和３年度４期申請（令和３年12 

月25日）までとする。 

附則（令和４年４月１８日森整第３９号） 

改正後の要綱は、令和４年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

なお、実施要領第１の１の(1)のクに規定する８～12齢級以下の保育間伐及び同

要領第１の１の(3)のア又はイに掲げる事業規模等にかかる申請は、令和４年度当

初予算からの適用とする。 

また、実施要領第１の１の(1)のアに規定する補植及び同要領第１の１の(4)のウ

の(ｱ)に掲げる査定係数に係る申請は、令和４年４月以降に施業を行った箇所とし、

令和４年度当初予算からの適用とする。 

附則（令和５年４月１４日森整第７８号） 

改正後の要綱は、令和５年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

附則（令和６年４月１５日森整第８１号） 

改正後の要綱は、令和６年度１期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

附則（令和７年４月１日森整第８０号） 

改正後の要綱は、令和７年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

附則（令和８年４月７日森整第１６３号） 

改正後の要綱は、令和８年度２期申請に係る大分県造林事業補助金から適用する。 

 



別表１（第３条関係）

補助対象事業 補助率 摘要

４／１０

５／１０ 市町村及び森林整備法人等が行うもの。

４／１０

４／１０

森林環境保全整備事業
特定機能回復事業

森林緊急造成に要する経費

上記以外の事業に要する経費

農山漁村地域整備交付金事業
　 森林基盤整備事業
　　　森林整備事業
　　　　 機能回復整備事業

特定森林造成事
業に要する経費

花粉発生源対策
促進に要する経費

４／１０

補助対象経費

森林環境保全整備事業
森林環境保全直接支援事業

森林環境保全直接支援事業に要する
経費

５／１０ 公的分収林



別表２（第３条関係）

補助対象事業 補助率 摘要

標準経費の１５％以内 スギ、コウヨウザン

標準経費の１８％以内 ヒノキ

再造林促進緊急対策事業 標準経費の５％以内

環境林整備事業 標準経費の３２％以内

下刈支援対策事業 標準経費の５％以内 市町村が標準経費の１３％以上の上乗せ助成を行う場合に限る。

除伐支援対策事業 標準経費の５％以内 市町村が標準経費の１３％以上の上乗せ助成を行う場合に限る。

保育間伐推進緊急対策事業 標準経費の９％以内 市町村が標準経費の１３％以上の上乗せ助成を行う場合に限る。

標準経費の５％以内 市町村が標準経費の１３％以上の上乗せ助成を行う場合に限る。

標準経費の７％以内 市町村が標準経費の１５％以上の上乗せ助成を行う場合に限る。※網目100㎜以内の防護柵（ｽｶｰﾄﾀｲﾌﾟ）

再造林促進事業

鳥獣害防止施設等整備事業



第１号様式（第５条関係）

　　　　年度　期造林事業補助金交付申請書並びに実績報告書

年　　月　　日

大分県知事　　　　　　殿

申請者住所

　　　氏名

　　　法人又は森林組合にあっては

　　　その名称及び代表者名

造　林　内　訳　書

事業主体 事業区分 造林種類 事業形態 樹種 面積 植栽本数 被害率 計画区分 林小班(代表) 雇用契約 備考

大字 字 単価区分 林齢 (間伐率) 延長 実施率 認定番号

森林所有者 (実施区分1) (実施区分2) 森林保険 (植栽年度) 搬出材積 材積 実行経費 図面番号 査定区分

（内訳書付表）

（注）１．整理番号、枝番は申請書（造林内訳書）の番号と一致させること。

　　　２．当該付表の内容を造林内訳書に記載した場合は添付を要しない。

備考施業開始時期
経営計画認定
（変更）時期

造林者氏名
（電話番号）

枝番整理番号

補助事業区分

　別紙内訳書のとおり　　　　年度　　期造林事業を終了したので、補助金を交付されるよう大分県造
林事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により申請します。

振興局 施行市町村

整
理
番
号

申請番号
枝
番

事業箇所(路線名)

地　　番

申請者



第２号様式（第８条関係）

　　　　年度　期造林事業補助金交付決定及び額の確定通知書

                                                          第          号

                                                          年    月    日

                    殿

                                           大分県知事                  

記

１　補助金の額の内訳

区　　　　　分 補　助　金　の　額 備　　　考

計

２　補助条件　　　　別紙のとおり

　　　  　年　　月　　日付けで申請及び実績報告のあった　　　　年度　期造
林事業補助金として下記のとおり、金　　　　　　　　　　　　円を交付するこ
とに決定雄及び確定したので、大分県造林事業補助金交付要綱第8条第１項の規定
により通知します。



（１） 造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して、５年以内（実施要領第１の２の(1)及び(2)
の事業にあっては、補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算しておおむね10年を経過するまでの
間）に当該補助事業の施行地を森林以外の用途に転用（補助事業の施行地を売り渡し若しくは譲渡し
又は賃借権、地上権等の設定をさせた後、当該事業の施行地が森林以外の用途へ転用される場合を含
む。）する行為又は補助事業施行地上の立木竹の全面伐採除去を行う行為（林業生産基盤整備道整
備、山村強靱化林道整備、林業専用道整備の事業により整備した施設の維持管理のために必要な行為
を除く。）その他補助目的を達成することが困難となる行為をしようとする場合は、あらかじめ知事
にその旨を届け出るとともに、当該行為をしようとする森林等につき交付を受けた補助金相当額を返
還すること。

（２） 実施要領第１の１に掲げる事業のうち、森林法（昭和26年法律第249号）第11条に規定する森林経
営計画（以下「森林経営計画」という。）に基づいて行うものについて、当該計画の認定の取消しを
受けた場合は、交付を受けた補助金相当額（実施要領別表３の「森林環境保全直接支援事業」の(1)
及び(2)に掲げる査定係数が適用される事業のうち、当該計画を取り消された場合であっても、(3)に
掲げる査定係数を適用される場合にあっては、(3)に掲げる査定係数を適用される場合の補助金相当
額との差額）を返還すること。

（３） 実施要領第１の１に掲げる事業のうち、森林経営管理法（平成30年法律第35号）第35条第１項に規
定する経営管理実施権配分計画（以下「実施権配分計画」という。）及び同法第51条第１項に規定す
る権利集配分一括計画（以下「一括計画」という。）に基づいて行うものについて、次に掲げる日か
ら起算して過去５年間以内に実施された事業に係る補助金相当額（実施要領別表３の「森林環境保全
直接支援事業」の(1)及び(2)に掲げる査定係数が適用される事業のうち、当該計画が取り消された場
合であっても、(3)に掲げる査定係数が適用される場合にあっては、(3)に掲げる査定係数を適用され
る場合の補助金相当額との差額）を返還すること。
　ア　実施権配分計画に基づいて行うものについて、当該計画が同法第40条第１項及び第２項の
　規定により取消しとなった場合は、当該取消しを受けた日
　イ　一括計画に基づいて行うものについて、当該計画が同法第52条第２項の規定により適用さ
　れる同法第40条第１項及び第２項の規定により取消しとなった場合は、当該取消しを受けた日
　ウ　一括計画に基づいて行うものについて、同法第52条第１項の規定による公告があった一括
  計画の定めるところによる所有権の移転を受けた構想適合事業者（同法第43条第３項第２号に
  掲げる適合事業者をいう。）が計画に基づく施業ができない場合あっては、当該計画に基づく
  施業ができないと認められた日
 

（４） 更新伐又は花粉発生源植替えを行った場合、当該施行地につき、原則として、その翌年度の初日か
ら起算して２年を経過して更新が確実に図られていないと知事が判断したときは、植栽（花粉発生源
植替えの場合、花粉症対策苗木等、かつコンテナ苗による植栽）により速やかに更新を図ることと
し、これに従わない場合、交付を受けた更新伐又は花粉発生源植替えに係る補助金相当額を返還する
こと。ただし、植栽以外の方法により確実に更新が図られると知事が認めた場合はこの限りではな
い。

（５） 「面的複層林施業の実施について」（令和６年３月29日付け５林整整第925号林野庁長官通知）に
おける更新伐を実施した箇所について、立木材積が事業計画に定める維持すべき立木の材積を下回る
こととなる伐採を行ったとき、又は完了年度の初日から起算して10年以内に伐区の隣接区域において
更新伐を実施したときは、交付を受けた更新伐に係る補助金相当額を返還すること。

（６） 要領別表１の２の(2)の(ｼ)において森林保全再生整備を行った場合、その行為に対して、本事業以
外の国庫補助事業により支援を受けたときは、交付を受けた森林保全再生整備に係る補助金相当額を
返還すること。

（７） 前項に掲げる場合のほか、補助金の交付を受けた事業と一体的に実施すべき事業があるにも関わら
ず、正当な理由なく実施すべき期間内に実施しないときは、当該交付を受けた補助金相当額を返還す
ること。

（８） 　成林に必要な保育管理その他知事が必要と認める事項を遵守すること。

（９） 補助事業者は、当該補助金に係る仕入れに係る消費税及び地方消費税（以下消費税等という）相当
額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第
108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和
25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額
をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、別記様式５号により補助金交付
申請書にそのことを明かにし、補助金の交付を申請しなければならない。この場合に、知事は消費税
等仕入控除税額に相当する補助金については、必要に応じ、減額して額の確定を行うことができる。
また、補助事業者は、補助金の額の確定後に、消費税等の申告により当該補助金に係る消費税等仕入
控除税額が確定した場合には、別記様式６号により該当の補助金交付申請番号等を速やかに知事に報
告するとともに、知事の返還命令をうけて消費税等仕入控除税額に相当する補助金を返還しなければ
ならない。

（10） この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証
拠書類を事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年間整備保存しなければならない。

（11） 補助事業者等は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定す
る暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を持つものであってはならない。

（補助条件）
１　補助条件は、次のとおりとする。

２ 森林所有者から森林の施業又は経営の委託を受けた者は、前項の補助条件を履行しなけれ
ばならない。



第３号様式（第９条関係）

　　　　年度　期　造林事業補助金交付請求書

                                                          第          号

                                                          年    月    日

大分県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、その名称及び代表者名）

補助金の振込先
振込先銀行名（支店）
口座名義（フリガナ）
口座種別
口座番号

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で補助金交付決定及び額の確定
通知のあった　　　　年度　　期造林事業補助金　　　　　　　　　　　　　円
を交付されるよう、大分県造林事業補助金交付要綱第９条第１項の規定により請
求します。



第４号様式（第１０条関係）

　　　　年度　期　法人造林事業補助金交付申請書

年　　月　　日

大分県知事　　　　　　殿

住　　　所

氏　　　名

代表者氏名

造　林　内　訳　書

事業主体 事業区分 造林種類 事業形態 樹種 面積 植栽本数 被害率 計画区分 林小班(代表) 雇用契約 備考

大字 字 単価区分 林齢 (間伐率) 延長 実施率 認定番号

森林所有者 (実施区分1) (実施区分2) 森林保険 (植栽年度) 搬出材積 材積 実行経費 図面番号 査定区分

（内訳書付表）

（注）１．整理番号、枝番は申請書（造林内訳書）の番号と一致させること。

　　　２．当該付表の内容を造林内訳書に記載した場合は添付を要しない。

造林者氏名
（電話番号）

経営計画認定
（変更）時期

施業開始時期 備考整理番号 枝番

整
理
番
号

申請番号
枝
番

事業箇所(路線名)

地　　番

　別紙内訳書のとおり　　　　年度　期法人造林事業を実施したいので、補助金を交付されるよう大分
県造林事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により申請します。

振興局 施行市町村 申請者 補助事業区分



第５号様式（第１０条関係）

　　　　年度　期法人造林事業補助金交付決定通知書

                                                          第          号

                                                          年    月    日

                    殿

                                           大分県知事                  

１、 金 円

２、 金 円

３、

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で申請のあった　　　　年度　期
法人造林事業補助金については、下記のとおり交付することに決定したので、大
分県造林事業補助金交付要綱第１０条第３項の規定により通知します。

補　　助　　条　　件

記

補 助 対 象 経 費

補 助 金 の 額

別紙のとおり



　　　年度　期法人造林事業遂行状況報告書

                                                          年      月      日

大分県知事             殿

                                        住      所

                                        名      称

                                        代表者氏名                        

経費 経費 比率

（Ａ） （Ｂ） Ｂ／Ａ

円 円 ％

計

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で補助金交付決定通知の
あった　　　　年度　期法人造林事業補助金について、　　　　年　　月
日現在の遂行状況を、大分県造林事業補助金交付要綱第１０条第５項の規
定により下記のとおり報告します。

県費補助金

円 円

第６号様式（第１０条関係）

記

番号 造林地

計　　　　画 出　　来　　高

備  考
県費補助金



　　年度　期法人造林事業補助金概算払請求書

                                                          年      月      日

    大分県知事              殿

                                          住      所

                                          名      称

                                          代表者氏名                      

１．請求金額                  円

２．法人造林事業実施状況

面  積 事業費 補助額 面  積 事業費 補助金   率 面  積 事業費  補助金

     ha      円      円      ha      円      円     ％      ha      円      円

補助金の振込先
振込先銀行名（支店）
口座名義（フリガナ）
口座種別
口座番号

第７号様式（第１０条関係）

記

     計          画
   　　  出　　来　　高 完            成

(  年   月   日現在) (  年  月  日完成予定)

　　　　　年    月    日付け　　第　　　　号で補助金の交付決定通知があった
年度　　期法人造林事業補助金について、概算払いにより交付されるよう、大分県造林
事業補助金交付要綱第１０条第７項の規定により請求します。



第８号様式（第１０条関係）

第　　　　　号

年　　月　　日

振興局長　殿

申請者

住　　　所

氏　　　名

代表者氏名

事　業　完　成　届

記

事業主体 事業区分 造林種類 事業形態 樹種 面積 植栽本数 被害率 計画区分 備考

大字 字 単価区分 林齢 (間伐率) 延長 実施率 認定番号

森林所有者 (実施区分1) (実施区分2) 森林保険 (植栽年度) 搬出材積 材積 実行経費

添付書類　　１）精算設計書（作業道開設に限る）

（内訳書付表）

（注）１．整理番号、枝番は申請書（造林内訳書）の番号と一致させること。

　　　２．当該付表の内容を造林内訳書に記載した場合は添付を要しない。

整
理
番
号

申請番号
枝
番

事業箇所(路線名)

地　　番

整理番号 枝番

完
了
年
月
日

補助金
(円)

造林者氏名
（電話番号）

施業開始時期 備考

　　　　　年度　期法人造林事業　が完成したので報告します。

振興局 施行市町村 申請者 補助事業区分

経営計画認定
（変更）時期



第９号様式（第１０条関係）

　　　　年度　期　法人造林事業実績報告書

年　　月　　日

大分県知事　　　　　　殿

住　　　所

氏　　　名

代表者氏名

記

事業主体 事業区分 造林種類 事業形態 樹種 面積 植栽本数 被害率 計画区分 備考

大字 字 単価区分 林齢 (間伐率) 延長 実施率 認定番号

森林所有者 (実施区分1) (実施区分2) 森林保険 (植栽年度) 搬出材積 材積 実行経費

添付書類　　１．収支精算書

２．施業図

３．位置図（５万分の１地形図）

４．精算設計書（作業道等開設に限る）

（内訳書付表）

（注）１．整理番号、枝番は申請書（造林内訳書）の番号と一致させること。

　　　２．当該付表の内容を造林内訳書に記載した場合は添付を要しない。

整理番号 枝番
造林者氏名

（電話番号）
経営計画認定
（変更）時期

施業開始時期 備考

完
了
年
月
日地　　番

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で補助金交付の決定の通知のあった　　　　年度　期
法人造林事業を完了したので、大分県造林事業補助金交付要綱第１０条第９項の規定により、下記のと
おり関係書類を添えて報告します。

振興局 施行市町村 申請者 補助事業区分

整
理
番
号

申請番号
枝
番

事業箇所(路線名)

補助金
(円)



１  収支精算書

  (１) 収      入

増 減

          円              円       円       円

  (２) 支      出

増 減

          円              円       円       円

予  算  額
比     較

   合      計

備      考

   合      計

科      目 精  算  額 予  算  額
比     較

備      考

科      目 精  算  額



　　年度　期法人造林事業補助金の額の確定通知書

                                                          第          号

                                                          年    月    日

                    殿

                                           大分県知事                  

記

補助金額の内訳

事　　業　　区　　分 事　業　量 査　定　事　業　費 補　助　金　の　額

円 円

合　　　　　計

第１０号様式（第１０条関係）

　　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった　　　　年度　期法人造林事業補
助金について、下記のとおり、金　　　　　　　　　　　　　円に確定したので、大
分県造林事業補助金交付要綱第１０条第１１項の規定により通知します。



第１１号様式（第１０条関係）

　　年度　期法人造林事業補助金交付請求書

                                                          第          号

                                                          年    月    日

大分県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　

補助金の振込先

振込先銀行名（支店）

口座名義（フリガナ）

口座種別

口座番号

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で補助金の額の確定通知のあった
年度　　期法人造林事業補助金　　　　　　　　　　　　円を精算払の方法により交付さ
れるよう、大分県造林事業補助金交付要綱第１０条第１２項の規定により請求します。



別記様式第１号（第５条関係）

                   施業図

市町村名

造　　林　　者　　名

法人にあっては名称及び代表者名

委託造林にあっては委託者名

               ha

（記入例）

（注1）起点を記入すること。

（注2）施業図は等高線が記載されたものとすること。

（注3）既設の森林作業道の線形及び延長が記載されたものとすること。

施　　　　　業　　　　　図

番  号

造　林　地

面        積
大字  字 番地

No.0

林齢 ○年生

すぎ ○ha

林齢 ○年生
ひのき ○ha

周辺の現況(例：採草地)

S=１／○○○

○○林道

施業内容確認箇所

施業図の作成方法（ ）

間伐率：○○％

搬出材積量○○

周辺の現況(例：伐採跡地)

N



別記様式第２号（第５条、第６条関係）

委 任 状  、 精 算 依 頼 書 及 び 誓 約 書

  私どもは、　　　　      を代理人と定め、次の１の事項を委任します。

　なお、併せて補助金受領の際、次の２の代金を精算されるよう依頼します。

　また、次の３及び4の事項について誓約します。

　なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。　

　照会で確認された情報は、今後大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。

１．記載番号の造林に対する　　　　年度造林事業補助金の交付申請手続及び受領に関

 すること。

２．　　　　年度造林事業補助金受領の際、下記の代金を精算されること。

（１）造林補助金事務取扱手数料

（２）申請に係る造林地に使用した苗木代

（３）申請に係る造林地に対する森林保険料

（４）この事業実施地に使用した肥料代又は縄代等

３．自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

　　 第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 暴力団員が役員となっている事業者

（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結

　　 している者

（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者

（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係

　　 を有してる者

（８） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

４．３の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又

　は個人ではありません。

      　　　　　                　殿

（注）１．番号は、申請者（造林内訳表）の番号と一致させること。

    　２．日付けは、委任者全員の委任が完了した日で、かつ申請書提出日以前の日付けとすること。

      ３．住所及び氏名は自署によることとし、委任者本人が申請内容が正しく記載されているいこ

        ることを確認すること。

      ４．多人数の場合は欄を追加できるが、別紙としないこと。

　 　 ※　県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請

        者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。

年　月　日

年      月      日

申請番号 住          所 氏        名 生年月日



別記様式第３号（第５条関係）

施行市町村

社会保険等加入実態状況調査表

作業従事者 直営・請負 雇用形態 備考

加入 6点 加入 1点 加入 5点 加入 9点 加入 種別 2点/3点 計

1 99999-0001 1 1 作業者A 直営 ○ 6点 ○ 1点 ○ 5点 0点 ○ 林退共 3点 15点 常用

2 99999-0001 1 2 作業者B 請負 ○ 6点 ○ 1点 0点 ○ 9点 ○ 林退共 3点 19点 臨時

合計 34点

平均 17点

厚生年金保険
退職金共済

林退共・中退共・建退共

振　興　局 申請者 補助事業区分

整
理
番
号

申請番号
枝
番

番
号

労災保険 雇用保険 健康保険



別記様式第４号（第５条関係）

整理番号 施行地 面積(ha) 搬出材積（ ） 証明書類 備考

０００１ ○○市大字○○字○○－○○番地 ○．○○ ○○○ 納品伝票①　　　　　写真①

０００２ ○○市大字○○字○○－○○番地 ○．○○ ○○○ 現地検測野帳①　　写真②

計 (A)○．○○ (B)○○○

1ha当り搬出材積：（B）○○ ÷(A）○○ha＝○○ ／ha

搬出材積集計表(例）



別記様式第５号（第６条関係）

納税対応状況申出書
 年  月  日

　大分県知事          　　　殿

補助事業者名　　　　　

（団体名及び代表者名）

　を超える

　以　　下

 （注）該当欄に○を記入する。

 （ウ）非課税売上対応

 ４  公共法人等特定

  　 収入割合５％

 イ個別対応方式

 （ア）課税売上対応

 （イ）共通売上対応

（１）課税売上割合９５％以上

（２）課税売上割合９５％未満

 ア  一括比例配分方式

　　年度造林事業補助金の交付申請にあたり、大分県造林事業補助金交付要綱第６条第
１項第７号の規定により、消費税法の納税対応について下記のとおり申し出ます。

 ２  簡易課税事業者

 ３　一般事業者

記

納　税　対　応（予 定） 該　当　事　項

 １  免税事業者



別記様式第６号（第６条関係）

番      号

年  月  日

　大分県知事          　　　殿

補助事業者名　　　　　

（団体名及び代表者名）

　　　　年度消費税等仕入税額控除適用報告書

１．補助金交付申請番号

２．補助事業者名（森林所有者名）

３．施行場所

４．補助金交付要綱第７条の規定による補助金の額の確定額

    （　　年　　月　　日付け　　第　　　　号による額の確定通知額のうち該当分）

                                              金            円

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号により交付決定及び額の確定通知があっ
た　　年度　　期造林事業補助金について、大分県造林補助金交付要綱第６条の１項第
７号の規定により、下記のとおり報告します。

記



別紙１(第６条関係）

　 私は、下記の事項について誓約します。
　 なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。　

１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。

 （２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
 （３） 暴力団員が役員となっている事業者
 （４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

 （６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者

 （８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

                   　　　殿

                                           〔法人、団体にあっては事務所所在地〕
                                           住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                           （ふりがな）
                                           氏    名         　　                                    　

                                           生年月日　　          年　　月　　日

 （７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される
    関係を有してる者

２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又
は個人ではありません。

年　　月　　日     

※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申
　請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。

誓　　約　　書

　 また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用する
 ことに同意します。

記

 （１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条
     第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

 （５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締
    結している者


